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第4章 プロジェクトの評価 

 

 

4-1 プロジェクトの前提条件 

 

4-1-1 事業実施のための前提条件 

 

本計画が障害無く実施されるために必要となる前提条件として、以下の事項がある。 

 

(1) 逆潮流の扱い 

本計画においては、太陽光発電設備が余剰電力を発生した場合も逆潮流させない設計とな

っている。しかし、電力省や電力公社の職員も参加する計画であるトレーニングプログラ

ムの場では、逆潮流も話題として取り上げ、「イ」国内で類似設備が整備される際に備え

るとともに、電力省や電力公社における制度づくりへの取組みを促進する一助となるよう

配慮する。 

 

(2) 維持管理体制 

本計画の太陽光発電設備の整備は、保健省を実施機関とし、日々の運転・維持管理作業は

アルワヒダ病院で行われることになる。そのためには、同病院のメインテナンス部のスタ

ッフが関連する新たな知識と技術を習得することが前提条件となる。また、電気設備の扱

いに慣れた電力公社や、その管轄機関である電力省の協力が必要となる。 

 

(3) 自立運転の利用 

本計画では、設置先機関の強い要望に基づいて、太陽光発電設備に自立運転機能が備えら

れている。この機能を安全かつ有効に使用するためには、太陽光発電の特性とそれによる

発電設備の稼働についての知識、および需要（自立運転時の接続先）側の機器の特性と現

場でのマネジメント等について十分に理解し実践することが必要になる。 

 

4-1-2 プロジェクトの全体計画達成のための外部条件 

 

本計画の効果が持続的に発現するために、「イ」国側が取り組むべき課題を以下に述べる。 

 

(1) 電力省に求められる機能 

本計画において、事業の実施機関は｢イ｣国保健省となっており、電力省はアドバイザの位

置づけである。これは、同国のエネルギー政策上、太陽光利用は地方電化において推進す

ることとなっていて、本計画で提供される系統連系型の太陽光発電設備が必ずしも現在の

電力省のアジェンダと一致しなかったためである。 
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一方、電力省は、太陽光を利用した地方電化の推進事業を電力公社から切り離し、地方電

化庁の監督の下、民間の投資によって推進したい立場を取っている。再生可能エネルギー、

新エネルギー資源の情報の尐ない「イ」国で民間の投資を促進するためには、投資サイド

のリスクを抑えるための情報が必要であり、例えば本件の発電データや長期的な運転、維

持管理の実績に分析を加え公開するなどの方法は、一定規模の太陽光利用を進めるにあた

ってきわめて有益となりうる。またこのような技術情報の活用は、実施機関である保健省

にはできないことであって、電力省に期待される機能である。 

 

(2) 技術協力・他ドナーとの連携 

前述のとおり、電力省が推進する太陽光利用は地方電化の領域であって、民間の投資を中

心に地方部のミニグリッドなどの開発を進めたい意向である。一方、ドイツの GTZ が｢イ｣

国に対する支援分野を集約してエネルギー分野への支援から撤退したこともあり、太陽光

利用に関する他ドナー等の支援は、電力セクターへの支援を目的としたものではなく、電

力系統から離れた地域や村落の学校や医療施設などへの支援の一環として SHS などの方

式で個別に進んでいく可能性が高い。 

したがって、｢イ｣国が必要としている技術協力としては、日本の技術的優位性も含めて考

えると、 

1) 地方電化における民間投資誘導・促進のための各種制度づくりや市場の整備、2) 単

独・独立型太陽光施設の計画、設置、運転維持管理等の技術の高度化、3) 太陽光と他の

再生可能・新エネルギーの併用やそれらの連系技術の適用、などが挙げられよう。なお、

このうち、1) については、GTZ の支援により計画が策定済みであるため（1-1-2 参照）、

今後の支援としては、2) 或いは 3) により重点が置かれたものが日本に求められているの

ではないか。 

以上のような協力について、今後も「イ」国側が主導し、日本側も支援する形で進めてい

くことが望ましい 

 

 

4-2 プロジェクトの評価 

 

4-2-1 妥当性 

以下の点から、無償資金協力による本計画の実施は妥当であると判断される。 

 

(1) 化石燃料消費と二酸化炭素排出量の削減 

「イ」国では、発電用の一次エネルギーを 100%化石燃料に依存している。したがって、

太陽光発電設備で発電した電力は、すべて化石燃料使用削減につながり、すなわち二酸化

炭素排出削減に寄与する。太陽光発電設備の整備により、以下のような効果が期待される
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ため、実施は妥当である。 

 化石燃料消費量の削減 

 CO2 排出量削減 

 化石燃料への依存度の低減 

 

(2) 上位計画との整合性 

「イ」国のエネルギー政策、及び気候変動の緩和策においては、太陽光利用は、同国の高

いポテンシャルを認識しながらも、地方部での個別・独立型の利用（ソーラーホームシス

テム）に重点を置いている。また、一定の規模のある集落においても、電力系統から離れ

た場所にあるものについては、民間主導で太陽光を利用したミニグリッドが整備されるこ

とを期待している。一方、系統に電力を供給するための再生可能エネルギー源としては、

太陽熱発電や風力を想定してきた。したがって、太陽光発電を系統連系で利用する本計画

は、ある意味で「イ」国のエネルギー政策上着目されていなかった方法で太陽光を使用す

るものとなる。 

しかしながら、サイトとして選定されたアデンは、太陽光を利用するにあたり気象の面で

高いアドバンテージを持っている。本計画が「イ」国における太陽光発電の有効性をデモ

ンストレーションすることができれば、上記の上位計画に対しても有益な影響をもたらす

と考えられる。また、民間の投資を促進する効果も期待できよう。 

さらには、「イ」国は、南部・北部の均衡した発展を目指しており、近年支援が不足して

いるとの声も聞かれる南部にサイトが選定されたことを計画省や保健省では歓迎してい

る。 

以上のことから、本計画は上位計画と整合した計画となっており、実施は妥当である。 

 

(3) サイトと運転･維持管理能力 

は、アルワヒダ病院の施設管理担当部署の職員は、電気工学について高度な知識を有して

いるわけではないが、経験をベースに老朽化の進む病院内の電気設備を管理し、最新の医

療機器の電源さえ確保している。したがって、まったく新たな設備となる太陽光発電設備

が導入された場合も、必要な技術的知識とマネジメントのためのツールを提供することに

より、十分にこれを運転し、維持管理していく能力があると考えられる。 

これらのことから、選定したサイトは、本計画の実施場所として妥当である。 

 

(4) 運転･維持管理にかかる財政的負担 

本計画により整備される太陽光発電設備が発生する電力量は、電力料金を使用して換算す

ると年あたり 1,500 万リエル程度に相当する。これは、長期的に必要になる平均年維持管

理費用の推計値を大きく上回っているため、費用を十分に上回る財政的効果が期待される。 
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これらのことから、本計画は、財務的にも妥当な計画である。 

 

(5) 環境社会配慮 

本計画により整備される太陽光発電設備の稼働により、化石燃料の消費が削減され、ロー

カルには発電所から排出される排気の量が、グローバルには二酸化炭素の排出量が削減さ

れる。 

一方、サイトは病院であり、基礎の建設と据付工事の実施時に環境上のインパクトや事故

が発生しないよう、調達･据付工事を請け負うコントラクタには、慎重な工事計画を求め

る必要が指摘される。 

 

(6) 日本の技術の優位性 

太陽光発電設備は主に PV モジュールとパワーコンディショナ、それらの周辺機器で構成

される。特にPVモジュールとパワーコンディショナについては、その製品市場において、

効率、寿命、信頼性等の観点から日本製品が他国の製品と比較し技術的優位性を持ってい

る。調達される予定の機材のうち PV モジュールとパワーコンディショナは日本製に限定

しており、本計画を通じて「イ」国に日本の優れた技術を提供することができる。 

 

4-2-2 有効性 

 

(1) 全体的な効果 

太陽光発電システムの導入により、直接的な裨益効果としては、電力公社が行っている重

油及びディーゼル発電用の化石燃料の消費（燃焼）量が低減し、その結果、CO2 の排出量

が削減される。これは、クールアース・パートナーシップ国である当該国の気候温暖化対

策に寄与する。さらに、同国第 2 の都市に同国最大規模の太陽光発電設備を設置すること

で、同国内外に対する太陽光やクリーンエネルギーに係る啓発効果、教育効果が高まる。

気候に恵まれたアデン市で効率の高い発電が可能であることが実証されれば、同国におけ

る太陽光発電に対する投資や支援が加速する効果も期待されよう。 

副次的な効果として、化石燃料（原油）の国内消費量の減尐、輸出量の増加による経済効

果、エネルギー源の多様化により化石燃料に 100%依存している現状の改善などがあげら

れる。また、太陽光設備を配置するアルワヒダ病院は直接電力料金を負担していないもの

の、結果的には政府が負担している電力公社からの電力料金の削減につながるため、限ら

れた財政資源の有効活用につながる。 

 

(2) 定量的な効果 

上に述べた効果の中で、特に定量的に評価が可能なものについて、以下に記述する。 
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1) 発電量 

前述のとおり、本計画により設置される太陽光発電設備からは最大で年間約 500MWh

の発電量が期待される。これは、アルワヒダ病院の電力消費量（2008 年値 2,064MWh）

の 1/4 程度であり、PEC の全国での販売電力量（4,083.8GWh、2007 年）の 0.01%に相当

する。 

2) 経済的便益 

上記の発電量がアルワヒダ病院の購入電力量の削減に直結する場合、病院の電力料金は

最大で年間約 1 千 500 万リエル（日本円で約 7 百万円）削減される。 

3) 二酸化炭素排出量削減 

二酸化炭素の排出量削減効果は、以下の考え方で算出する。 

CDM の考え方は、ベースラインを設定し、ベースラインと太陽光発電を設置した場

合の CO2 排出量の差を削減された CO2 排出量とみなす。 

このベースラインは、太陽光設備を設置しない場合、どのような発電設備で代替す

るかによって定義される。 

そのため、本計画とおおむね同等規模の、当該国で実施可能な発電所或いは発電機

を代替設備として想定する。 

本計画の設備に期待される発電量が、上記代替設備で発電される場合の CO2 排出量

を、本計画による CO2 排出量削減量とみなす。 

「イ」国は、発電のための一次エネルギーを 100%化石燃料に依存している。したがっ

て、本計画と同等規模の発電機として想定されるのは、ディーゼルまたは天然ガス発電

機となる。 

ディーゼル及び天然ガス発電機による発電の CO2排出量原単位は、環境省の「温室効果

ガス総排出量算定方法ガイドライン（H19/3）」から軽油および天然ガスの CO2 排出量原

単位を参照する。 

 軽油の比重： 0.86 

 軽油 1L の重量： 860g 

 ディーゼル発電の軽油使用量： 0.235g/kWh 

 軽油 1 L あたりの発電量： 3.66kWh/L (0.860g/L／0.235g/kWh) 

 軽油の燃焼による単位排出量： 2.62kg-CO2/L 

 kWh あたりの CO2 排出量： (2.62kg-CO2/L／3.66kWh/L) = 0.716kg-CO2 

となる。 

一方、天然ガスによる CO2 排出量原単位は、ディーゼル発電の軽油使用量 0.235g/kWh

と天然ガスとの単位発熱量の差を考慮する 

 天然ガスの発熱量： 54.5 Mj/kg 

 軽油の発熱量： 44.4Mj/kg 
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 単位天然ガス使用量： 0.235kg/kWh×(44.4/54.5)=0.191 kg/kWh 

 天然ガスの燃焼による単位排出量： 2.7kg-CO2/kg、 

 kWh あたりの CO2 排出量： (2.7kg-CO2/kg x 0.191 kg/kWh) = 0.516kg-CO2/kWh 

以上のように、二つの一次エネルギーのうち天然ガスによる排出量が尐ないため、コン

サーバティブな評価となるよう天然ガスの原単位を用いることとする。この原単位に、

本計画による太陽光発電設備が 1 年間に発電する電力量 500MWh を乗じることにより、

本発電設備による年間 CO2 削減量が求められる。 

 本発電設備による年間 CO2 削減量＝500MWh x 0.516kg-CO2/kWh=258 t-CO2 

 



図   面 



図面リスト 

 

Number Title 

NO. 01 SINGLE LINE DIAGRAM 

NO. 02 SINGLE LINE DIAGRAM (PV SYSTEM) 

NO. 03 GENERAL LAYOUT PLAN 

NO. 04 BRANCH SWITCHERS FOR LOAD 

NO. 05 CABLE LAYOUT PLAN 

NO. 06 EQUIPMENT LAYOUT (NO. 1 ELECTRIC ROOM) 

NO. 07 EQUIPMENT LAYOUT (BUILDING B ELECTRIC ROOM) 

 

 













LIGHTING PANEL MCCB BOX

METERING FIT METERING FIT

NO.2
DISTRIBUTION
TRANSFORMER

Instrumentation
Unit (Volt-meter &

Amp-meter)F
(MCCB: 300A)

[rpw-xk-2]

A2
 (MCCB:90A)

[NP-28]

(Spare space)
[WC-62]

No.1 Incoming Panel

Central air
conditioner

 (MCCB: 280A)
[Central air
conditioner]

Bus-tie Panel (Spare space)

F
(Spare space)

[rpw-xk-1]

A1
(Spare space)

[NP-23]
Instrumentation

Unit (Volt-meter &
Amp-meter)

 (Space space)
No.2 Incoming Panel

Spare speace

A2
(Space space)

[NP-25]
[NEW (NP-19)]

E-Station
(MCCB:25A)

A1
(Spare space)

[NP-19]
[NEW (NP-19)]

 
Spare Unit

(MCCB: 30A)

NO.1
DISTRIBUTION
TRANSFORMER

E-Station
(MCCB:90A)

A1
(Spare space)

[PN-20]

 
(Spare space (No

Breaker, No
Cable)) Fan for Aircon.

(MCCB: 160A)
[WC-63]

B
(MCCB:400A

Renew)
[NP-2]

B
(MCCB:120A)

[NP-1]

A1
(MCCB:250A)

[PN-22]

A2
(MCCB: 250A)

[PN-24]

A2
(MCCB: 250A)

[NP-27]

WIDTH [mm] DEPTH [mm] HEIGHT [mm] WEIGHT [kg]

(1) No.1 POWER RECEIVING UNIT 

11/15.5kV METAL-ENCLOSED SWITCHGEAR
(RING MAIN SWITCH TYPE), R.M SWITCH :
630A-21.9kA / 3s-50Hz, FUSE SWITCH : 200A-
3.15kA / 3s (LUCY SWITCHGEAR/FRANCE)

1 1,100 950 1,550 580 EXISTING

(2) No.2 POWER RECEIVING UNIT 

11/15.5kV METAL-ENCLOSED SWITCHGEAR
(RING MAIN SWITCH TYPE), R.M SWITCH :
630A-21.9kA / 3s-50Hz, FUSE SWITCH : 200A-
3.15kA / 3s (LUCY SWITCHGEAR/FRANCE)

1 1,100 950 1,550 580 EXISTING

(3) No.1 DISTRIBUTION TRANSFORMER
ONAN TYPE, 3Ph-1,000kVA-11/0.4kV-50Hz-
4.98%z-Dyn11 (MADE IN KOREA) 1 1,950 2,100 1,950 3,100 EXISTING

(4) No.2 DISTRIBUTION TRANSFORMER
ONAN TYPE, 3Ph-630kVA-11/0.4kV-50Hz-
6.15%z-Dyn11 (MADE IN CCCP) 1 1,950 1,000 1,950 3,320 EXISTING

(5)'
LOW VOLTAGE PANEL
(EXISTING)

- 1 3,750 850 1,950 -
EXISTING
(REPLACE)

(5) LOW VOLTAGE PANEL - 1 - - - - NEW

(6)
(7)

METERING FIT
METAL-ENCLOSED, WALL MOUNTING TYPE
INSTALLED WATT-HOUR METER 2 500 600 200 20 EXISTING

(8) MCCB BOX
METAL-ENCLOSED, WALL MOUNTING TYPE
INSTALLED MCCB 1 300 200 200 10 EXISTING

(9) LIGHTING PANEL
METAL-ENCLOSED, WALL MOUNTING TYPE
CONSISTING OF MCCB 1 400 400 200 20 EXISTING

REMARKSEQUIPMENTNo. DESCRIPTION
DIMENSION & WEIGHT

QUANTITY



WIDTH
 [mm]

DEPTH
 [mm]

HEIGHT
 [mm]

WEIGHT
 [kg]

1
LOW VOLTAGE DISTRIBUTION
BOARD-1

METAL-ENCLOSED, SELF-
STANDING TYPE CONSISTING OF
MOLDED CASE CIRCUIT BREAKER
FOR FEEDER CIRCUIT .

1 1,000 300 1,600 80 EXISTING

2
LOW VOLTAGE DISTRIBUTION
BOARD-2

METAL-ENCLOSED, SELF-
STANDING TYPE CONSISTING OF
MOLDED CASE CIRCUIT BREAKER
FOR FEEDER CIRCUIT .

1 1,000 300 1,600 80 EXISTING

3
BRANCH SWITCHERS FOR
LOAD

- 1 - - - - NEW

4
LIGHTING DISTRIBUTION
PANEL

METAL-ENCLOSED, WALL-
MOUNTING TYPE CONSISTING OF
MOLDED CASE CIRCUIT BREAKER
FOR FEEDER CIRCUIT .

1 600 300 800 30 EXISTING

5 CABLE TERMINAL BOX - 1 - - - - NEW

REMARKSEQUIPMENTNo. DESCRIPTION
DIMENSION & WEIGHT

QUANTITY
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官調査団員リスト 
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2 福田 秀正 計画管理 JICA 資金協力支援部 
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5 八木 建一郎 系統連系太陽光発電システム ㈱ニュージェック 

6 小宮 信男 機材・設備計画 ㈱エー・エス・エンジニアリング 

7 鶴島 哲男 調達計画／積算１ 日本テクノ㈱ 

8 高松 章二 制度・基準／環境社会配慮 日本テクノ㈱ 

10 白石 高生 系統運用 ㈱ニュージェック 

11 柴田 翔 業務調整 ㈱ニュージェック 

12 木村 友一 業務調整 ㈱ニュージェック 

 

第 2 次現地調査（詳細調査） 

No. 氏名 担        当 所      属 

調査団員リスト 

1 西田 雅 業務主任／太陽光発電システム全般 ㈱ニュージェック 

2 八木 建一郎 系統連系太陽光発電システム ㈱ニュージェック 

3 小宮 信男 機材・設備計画 ㈱エー・エス・エンジニアリング 

4 有田 一博 調達計画／積算２ 日本テクノ㈱ 

5 高松 章二 制度・基準／環境社会配慮 日本テクノ㈱ 

6 白石 高生 系統運用 ㈱ニュージェック 

7 柴田 翔 業務調整 ㈱ニュージェック 

 

第 3 次現地調査（協力準備調査概要書の現地説明・協議） 

No. 氏名 担        当 所      属 

官調査団員リスト 

1 荒木 康充 団長 JICA 資金協力支援部 

調査団員リスト 

2 西田 雅 業務主任／太陽光発電システム全般 ㈱ニュージェック 

3 八木 建一郎 系統連系太陽光発電システム ㈱ニュージェック 

4 白石 高生 系統運用 ㈱ニュージェック 

5 柴田 翔 業務調整 ㈱ニュージェック 

 



2. 調査行程 



第1次現地調査

官団員 コンサルタント団員

団長 計画管理 調達監理計画
業務主任／太陽光
発電システム全般

系統連系太陽光発
電システム

機材・設備計画 調達計画／積算１
制度・基準／環境社

会配慮
系統運用 業務調整 業務調整

荒木
JICA

福田
JICA

東
JICS

西田
NEWJEC

八木
NEWJEC

小宮
エーエスエンジニア

リング

鶴島
日本テクノ

高松
日本テクノ

白石
NEWJEC

柴田
NEWJEC

木村
NEWJEC

1 2009/7/8 Wed イエメン移動

2 7/9 Thu 物資調達

3 7/10 Fri イエメン移動 ロジ手配

4 7/11 Sat イエメン移動
表敬訪問（計画国際協力省・ＪＩＣＡイエメン事務所・イエメン大使館）

表敬訪問

5 7/12 Sun ミニッツ協議（保健人口省・電力エネルギー省）
サイト調査（Sabaeen病院）

6 7/13 Mon ミニッツ協議（ＪＩＣＡイエメン事務所・計画国際協力省・
保健人口省・電力エネルギー省）

打合せ（ＰＥＣ） サイト調査（Al-Wahidah病院）
サイト調査

（Sabaeen病院）
サイト調査

（Al-Wahidah病院）
打合せ（ＰＥＣ）

サイト調査
（Sabaeen病院）

サイト調査
（Al-Wahidah病院）

7 7/14 Tue ミニッツ署名（ＪＩＣＡイエメン事務所・計画国際協力省・保健人口省・電力エネ
ルギー省）

資料作成
サイト調査

（Sabaeen病院）
資料作成 ミニッツ署名 サイト調査（Sabaeen病院）

8 7/15 Wed 調査報告（JICAイエメン事務所・イエメン大使館） 資料作成
サイト調査

（Sabaeen病院）
調査報告 サイト調査（Sabaeen病院）

9 7/16 Thu 日本移動 団内協議・資料整理

10 7/17 Fri 日本移動 団内協議・資料作成

11 7/18 Sat 打合せ（GTZ, PEC） サイト調査（Sabaeen病院） 打合せ（現地工事業者） サイト調査（Sabaeen病院） 打合せ（GTZ, PEC）

12 7/19 Sun
打合せ（JICAイエメ
ン事務所・MoPHP・

MoPIC・MoEE）
資料作成 打合せ（現地工事業者・MoWE) 資料作成

打合せ（JICAイエメ
ン事務所・MoPHP・

MoPIC・MoEE）

打合せ（現地工事業
者・MoWE)

13 7/20 Mon サイト調査（Al-Wahidah病院）
打合せ（現地工事業
者・MoWE・PEC)

打合せ（MoPHP・現
地工事業者・
MoWE・PEC)

サイト調査（Al-Wahidah病院）

14 7/21 Tue 打合せ（Sabaeen病
院・地方電化庁）

資料作成 打合せ（現地工事業者・MoWE) 打合せ（Sabaeen病院・地方電化庁） 資料整理

15 7/22 Wed 調査報告（JICA）

16 7/23 Thu エチオピア移動 日本移動

日付 曜日



第2次現地調査（詳細設計）

コンサルタント団員

業務主任／太陽光発電システム全般 系統連系太陽光発電システム 機材・設備計画 調達計画／積算2 系統運用 業務調整

西田
NEWJEC

八木
NEWJEC

小宮
エーエスエンジニアリング

有田
日本テクノ

白石
NEWJEC

柴田
NEWJEC

1 2009/10/4 Sun イエメン移動
打合せ（JICAイエメン事務所）

イエメン移動
イエメン移動

打合せ（JICAイエメン事務所）

2 10/5 Mon 表敬訪問（計画国際協力省・保健人口省、大使館）
団内協議

イエメン移動
団内協議

表敬訪問（計画国際協力省・保健人口省、大使館）
団内協議

ロジ手配
団内協議

3 10/6 Tue
アデン移動

表敬訪問（Al-Wahda病院）
サナア移動

アデン移動
表敬訪問（Al-Wahda病院）

アデン移動
表敬訪問（Al-Wahda病院）

サナア移動

アデン移動
表敬訪問（Al-Wahda病院）

4 10/7 Wed 表敬訪問（エネルギー電力省・PEC） サイト調査（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 表敬訪問（エネルギー電力省・PEC） サイト調査（Al-Wahda病院）

5 10/8 Thu 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院）

6 10/9 Fri 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院） 資料作成 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院）

7 10/10 Sat 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院）

8 10/11 Sun 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 資料作成 サイト調査（Al-Wahda病院）

9 10/12 Mon
アデン移動

サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

現地工事業者訪問
団内協議

アデン移動
サイト調査（Al-Wahda病院）

団内協議

サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

10 10/13 Tue アデン移動
サイト調査（Al-Wahda病院）

サイト調査（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 サイト調査（Al-Wahda病院）

11 10/14 Wed 資料作成・団内協議

12 10/15 Thu サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

13 10/16 Fri サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議
サナア移動

サイト調査（Al-Wahda病院）
団内協議

14 10/17 Sat サイト調査・打合せ（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問 サイト調査・打合せ（Al-Wahda病院）

15 10/18 Sun 資料作成 サイト調査・打合せ（Al-Wahda病院） 現地工事業者訪問
サイト調査（Al-Wahda病院）

打合せ（PEC・Al-Wahda病院）

16 10/19 Mon ミニッツ協議（Al-Wahda病院） 資料作成 ミニッツ協議（Al-Wahda病院）

17 10/20 Tue 資料作成
サナア移動

資料作成
資料作成
サナア移動

18 10/21 Wed 第二次調査結果報告（計画国際協力省・保健人
口省・外務省・JICAイエメン事務所）

資料作成
第二次調査結果報告（JICAイエメン事務所）

第二次調査結果報告（計画国際協力省・保健人口
省・外務省・JICAイエメン事務所）

精算処理
第二次調査結果報告（JICAイエメン事務所）

19 10/22 Thu ジブチ移動

日付 曜日



第3次現地調査（協力準備調査概要書の現地説明・協議）

官団員 コンサルタント団員

団長
業務主任／太陽光発電シ

ステム全般
系統連系太陽光発電シ

ステム
系統運用 業務調整

小林
JICA

西田
NEWJEC

八木
NEWJEC

白石
NEWJEC

柴田
NEWJEC

1 2010/4/9 Fri イエメン移動

2 4/10 Sat イエメン移動
イエメン移動

表敬訪問（JICAイエメン事務所・大使館）

3 4/11 Sun
イエメン移動

打合せ（計画国際協力省・保健
人口省・電力エネルギー省）

打合せ（計画国際協力省・保健人口省・電力エネルギー省）

4 4/12 Mon 打合せ（Al Wahda病院）

5 4/13 Tue ミニッツ協議（計画国際協力省）

6 4/14 Wed ミニッツ署名
調査報告（JICAイエメン事務所・大使館）

7 4/15 Thu 日本移動 資料整理

8 4/16 Fri ジブチ移動

日付 曜日



3. 関係者（面会者）リスト 



関係者リスト 

 

計画国際協力省 (Ministry of Planning and International Cooperation) 

Hisham Sharaf Abdalla  副大臣 

Omar Abdul Aziz Abdulghani  アジア・オーストラリア二国間局長 

Mohammed M. Shamsaddin  JICA 対応担当 

 

保健人口省 (Ministry of Public Health and Population) 

Ghazi Ahmed Ismail   副大臣 

Nasib Mansour Maljam  サービス局長 

 

アルワヒダ病院 (Al Wahda hospital) 

Mohammed Salem Baazab  院長 

Salah Salem   副院長 

Marian Tahr   副院長（看護師長） 

Mohamed Hakimi   副院長（技術部担当） 

Hassan Mohamed   メンテナンスチーフ 

Tareq Hamood   電気管理チーフ 

 

電力エネルギー省 (Ministry of Electricity and Energy) 

Ahmed Hasan Alaini  副大臣 

Mohammed Hamid Al Sha’abi 再生可能エネルギー局長 

 

地方電化再生可能エネルギー局 (Rural Electrification and Renewable Energy Development Project) 

Adnan Al-Akori    再生可能エネルギー部長 

 

PEC (Public Electricity Corporation) 

Ahmed H. Addawlah  技術環境監査局長 

Ahmed Ali Al-Safi   研究技術計画局長 

 Ali Ali Mohsen   アデン支部長 

Mehdi Habtoor   技術顧問 

Mohel Bamatref   技術顧問 

 

GTZ (Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit) 

Sabine Schwarz   再生エネルギー顧問 

  

水環境省 (Ministry of Water and Environment) 

Mahmoud M. Shidiwah  委員長 



Helal Ali Al-Riashi   環境モニタリング・調査部 次長 

Salem Baquhaizel   EIA 担当部長 

Ameen Mohammed Al Hmadi 計画局次長 

Anwar NOAMAN   気候変動ユニット長 

Ali Al-Dobhani   産業廃棄物局長 

 

在イエメン日本大使館 

敏蔭正一   （前任）大使 

難波 充典   大使 

山口又宏   参事官 

 

JICA イエメン事務所 

小森  毅   所長 

首藤 めぐみ   企画調査員 



4. 討議議事録 (M/D)  





















































5. ソフトコンポーネント計画書 



- 1 - 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

イエメン国における太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画では、イエメン国（以

下、「イ」国）アデン市のアルワヒダ病院（Al Wahda 病院）に 300kW の太陽光発電設備を

調達し、発生した電力により当施設の電力需要の一部を賄うものである。「イ」国において

は、オフグリッドの太陽光施設の実績はあるものの、系統連系型太陽光発電設備の設置及

び運用は初の事業となる。したがって、第一に当該施設において設備の運転・維持管理を

担当する人材に運転・維持管理の方法を習得させるトレーニングプログラムを提供する必

要がある。さらに本件に関連する電力公社（Public Electric Company、PEC）やそれを管轄

する電力エネルギー省（Ministry of Electricity and Energy、MEE）の設備・技術担当部署の

職員等が、太陽光発電設備と系統連系に係る技術的特性や制度的課題を理解し、今後の「イ」

国における再生可能エネルギー案件取組みやそのための民間発電事業者との協働の基礎と

なるような、基本的な部分にも重点を置きプログラムを計画実施する。 

契約業者が実施する初期操作指導・運用指導は、運転、維持管理の現場における実践的な

技術の取得を目的としているが、それらの実践技術の背景にある基礎知識を伝達すること

により、運転、維持管理のさまざまな局面におけるより確かな判断力、応用力の基礎づく

りを行い、さらには今後の類似事業への適用という発展性も視野に入れて実施するもので

ある。 

特に本プログラムでは、系統電力の停電時に PV システム単独で施設の一部に電力供給を

行う「自立運転機能」を備える設備を導入するため、その利用にあたっての制約や課題を

理解し、適切な運用を行えるように配慮する必要がある。 

具体的には、設備の運転･維持管理を直接担当することになるアルワヒダ病院の技師は、こ

れまでディーゼル発電機を含む病院の電気設備の維持管理を実施してきており、経験的に

設備やその管理手法を把握しているものの、例えば図面等を利用して設備を把握したり管

理記録を文書で残したりといった管理手法には慣れていないため、その指導にあたっては、

まずは電気設備の管理に関する基礎的な部分に重点をおく必要がある。特にプログラムの

最初に計画されている「基礎技術講義」については、参加者の力量を見極めながらその内

容を調整することも検討する。一方、電力公社及び電力省の担当においては、本事業のた

めに系統連系の制度的扱いを検討するという課題がある。また、現時点では逆潮流は行わ

ない設計であるが、本プログラムを通じて将来的にはその可能性を検討するきっかけを与

えたいという意図もある。したがって、逆潮流を含む系統連系の技術的要件を踏まえ、ま

た電力システムにおける再生可能エネルギーの有効性を評価しながら、今後のエネルギー

政策と必要な制度設計の検討に資する知識の習得が望まれる。同時に、電力公社には、ア

ルワヒダ病院で実施される設備の維持管理作業を側面から技術支援する役割も求められて

いるため、太陽光発電設備についての技術的理解を高めておくことも重要である。 

「イ」国には再生可能エネルギー発電の系統連系の実績の無いこと、系統の電力が極めて
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不安定であること等の問題があり、運用開始 3 ヵ月後に契約業者に設備の点検を行わせる

こととしているが、上述のとおり維持管理担当者の技量を見極めながらプログラムを実施

する必要のあることも踏まえ、技術力の育成も同様のタイミングで実施し、習熟教育を充

実させて、安全性の高い運転・維持管理技術の定着とその持続性を確実なものにする。 

 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

上記の目的を達成するため、以下のような目標を設定する。 

［現場の運転・維持管理人材について］ 

・ 操作員の通常時、緊急時の運転維持管理について、現場での操作方法だけでなく、太

陽光発電設備の機能面、及び施設内の既設電力設備との関係において理解すること 

・ 操作員が、日常及び長期的な維持管理と点検、必要なスペアパーツや消耗品の調達

や交換等の技術を持つだけでなく、それらの長期的な設備運用における重要性を理

解すること 

・ 以上について、自ら日常的な作業ルーチンを検討し、運転維持管理計画を作成でき

ること 

・ 自立運転の電力供給先において、適切な負荷の選択や配置の検討ができること 

・ 当該施設内外の新たな運転・維持管理人材の育成や指導を行うための基礎知識を得

ること 

・ 広報用リーフレットを作成し、外来者、見学者等にシステムの説明が行えること 

［電力公社、電力省職員等の人材について］ 

・ 太陽光利用の理論・技術的特性や制度づくりにおける課題を理解すること 

・ 発電事業者と電力公社との協定等に必要な技術的事項を理解すること 

・ 新たな運転・維持管理人材の育成や指導、新たな事業を計画し実施するための基礎

知識を得ること 

・ 広報用リーフレットを活用し、太陽光利用を促進する活動が行われること 

 

(3) ソフトコンポーネントの成果 

・ 運転維持管理計画書が作成され、設置した太陽光発電設備が計画通り運転され、自立的、

持続的に維持管理されている。 

・ 自立運転の供給先で適切な負荷の配置がなされ、安全な運転が行われている。 

・ これらの活動について、チェックシート等を用いて活動の振り返りが行われている 

・ 再生可能エネルギー発電設備の計画論と、その系統連系に係る制度設計に関連する基礎

的な技術的知識が、電力省と電力公社の担当者に備わっている。 

・ 広報用リーフレット等を活用した啓発活動が持続的に行われている。 
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(4) 成果達成度の確認方法 

目に見える成果としては、運転維持管理計画書がある。運転維持管理計画書とは、契約業

者から提供されるマニュアルや操作指導をベースに、施設の運転･維持管理担当者の活動を

短期（日常）、中期（隔月～年）、長期（本格点検：7 年周期）に区分して整理し、具体の

活動計画としてスケジュール組みするとともに、それぞれの活動についてチェックシート

を作成し、実施の確実性を担保するための計画書である。後述するとおり、本ソフトコン

ポーネントのプログラムは、竣工前後と運開 3 ヵ月後の 2 回に分けて実施する。運転維持

管理計画書は、まず竣工前後の活動で参加者の演習課題として作成し、さらに運開 3 ヵ月

後の演習では 3 ヵ月間の実績を踏まえた修正や改善を加える。この作成過程では、単なる

操作方法に関する知識だけでなく、上記「ソフトコンポーネントの目標」で強調される「基

礎知識」や「理解」が試されることになる。この「基礎知識」や「理解」が、自立的、持

続的な設備の運用を実現するために極めて重要となる。 

同様に、トラブルシューティングマニュアルは、日常的な障害への対応方法について、運

転･操作担当者らが自ら答えを探して取りまとめるという過程で作成するものであり、「基

礎知識」や「理解」の程度を計るとともに、その深度化を図ることができる。さらに、類

似事業の水平展開の際に有効に利用される材料ともなりうる。 

以上のような演習項目は、まずは参加者主導で実施し、その結果から参加者の理解度を評

価したうえで、参加者と指導者のなかでディスカッションを行い、或いは必要に応じ追加

的説明や指導を行って、再度参加者を中心に作業を進めるという、3 段階で実施する。こ

れにより、演習開始前のトレーニング内容に関する成果達成度と演習（後）の成果達成度

の両方を把握する。 

つぎに広報用リーフレットは、当該国の再生可能エネルギー利用の事情を踏まえて作成す

るもので、当該設備の紹介や再生可能エネルギー利用の啓発等の目的で配布・使用される。 

その他の竣工前後プログラムの実施成果の評価は運開 3 ヵ月後プログラムの着手時に以下

のような方法で評価を行う。また、運開 3 ヵ月後プログラムを含めた全体プログラムの評

価は、最終段階でのワークショップ向けに作成される資料で評価されるほか、アンケート

等を実施して補助的な評価を行う。 

・ 運開後 3 ヵ月間の運転記録、日常点検ログの確認・評価 

・ 運開後 3 ヵ月間の事故・障害時対応ログの確認・評価 

・ 運開 3 ヵ月後に実施するトラブルシューティングにおける Q&A 内容の評価 

・ 演習、そのアウトプットとしてのワークショップ資料等で、設備全体のマネジメント

にかかる知識取得状況を評価 

・ 運開 3 ヵ月後プログラムの終了時に実施するアンケート 

以上のような方法においても、理解・習得すべき事項に関する質問や特定の課題を与える
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ことにより、トレーニングの効果が把握できるよう工夫する。 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

1) 実施内容 

ソフトコンポーネントは、上記の目標を達成するために一連の講義、演習、OJT 等を

本邦コンサルタントが実施する。実施内容としては、太陽光発電設備の竣工前後の期

間と運開 3 ヵ月後の期間を利用して、以下のような事項とする。 

なお、前節で述べたとおり、調達・工事契約のなかには初期操作・運用指導が含まれ

ているため、本件のソフトコンポーネントは、契約業者により実施される操作・運用

指導とタイミングを合わせ、必要な技術と知識が研修対象者に効率的に伝わるよう計

画する。下記の実施項目のうち（◆）印をつけた項目については、契約業者の実施す

る運転・維持管理指導に対し、ソフトコンポーネントでフォローアップを行う部分を

示している。同項目については、契約業者の指導内容を受け、受講者にとって単なる

「操作方法の暗記」にならないよう、システム全体の機能の中で操作の意味を理解で

きるような指導をソフトコンポーネントのなかで行う。 

 竣工前（約 4 週間前から） 

基礎技術講義として、 

- 太陽光発電の理論的基礎 

- 太陽光発電の利用方法 

- 系統連系の仕組みと計画 

- 余剰の発生と逆潮流の理解 

- 施設への系統からの電力供給 

- 施設内電力需要、負荷の理解（演習含む） 

- 配電線停電時の太陽光設備の対応 

- 自立運転の必要性と保護原理 

- 自立運転給電先の負荷マネジメント太陽光発電設備の計画（演習含む） 

- 太陽光発電設備の計画（演習含む） 

- 発電設備設置者の電力会社の間の取り決め 

工事（接続）計画演習として 

- 太陽光発電設備の据付 

- 施設内の配電（演習含む） 

- 施設内の電力設備と太陽光設備の接続（演習含む） 

- 工事工程の計画（演習） 

- 施工管理と検査・引渡し 
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OJT として 

- 接続工事立ち会い 

- 竣工検査立ち会い、等 

 竣工後 

契約業者の運転指導に対するフォロー 

- 起動、停止、再起動（演習含む）◆ 

- 日常管理の実施指導（演習）◆ 

- 定期点検について（演習含む）◆ 

- 機器構成と消耗品、軽微な交換作業（演習含む）◆ 

- 事故障害の発生と対応（演習含む）◆ 

- 自立運転時の操作方法（演習含む）◆ 

運転・維持管理活動の計画 

- 日常管理のチェックシート作成（演習含む） 

- 事故・障害の記録 

- 設備が良好に維持される電気設備の管理方法（清掃等含む） 

- 自立運転時のトラブル対応（演習含む） 

- 以上の成果を、運転維持管理計画書として取りまとめ（演習含む） 

再生可能エネルギー利用促進の啓発活動として 

- 広報用リーフレット作成 

（発電設備見学者他への配布を目的とした広報用リーフレットを PDF で作成） 

一方、竣工・運転開始後の初期設定不具合や運転操作の習熟度の浅さから設備にトラ

ブルや不十分な稼働が発生することがしばしばあり、これらの事象は日本でも海外で

も同様である。そのため、設備運開後にしかるべき期間を置いて、再度の習熟教育プ

ログラムを実施することが必須である。このようなトラブルや不具合は、運転開始直

後に集中的に発生し、その対処が進めば収束に向かうのが一般的である。問題が発生

して対処の無い状態で長期間放置しないという観点からは早いタイミングで実施する

ことが望ましいが、一方あまり運転実績が短いようでは設備の状態を把握するデータ

が少なく、また運転員の経験が積みあがっていない。ここでは、ある程度人と機械の

運転実績が揃うおよそ 3 ヵ月以降の早い時期をタイミングとして、再度教育プログラ

ムを実施する計画とし、実際に設備を運転した経験を踏まえ、設置した設備や設置先

施設に固有の運用上の問題や事故障害解決上の問題点等を抽出して、運転維持管理計

画書等への反映を行い、より現実に即した確実な運用方法を確立すると共に、以降に

発生することが予想される事故障害への迅速な対応を図る。また、発電量等の運用実

績に対し分析を加え、季節変動への対応を含むより高度な運転計画や簡易な財務分析

を演習として実施し、発電設備の計画からマネジメントに係る技術の育成を行う。さ

らに、契約業者が実施する 3 ヵ月点検とプログラムの時期を合わせ、点検調整への立
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会い・見学をプログラムの一部とするほか、点検調整時の模様をビデオ等で撮影し、

契約業者の技術者がそれぞれの機器に対して実施する点検や調整、部品交換の模様、

現場で発生する質問と回答･指導などのやり取りを正確に記録する。この記録は、後続

する演習の中で参照することも可能であるが、基本的には編集して記録メディアに保

存し、新規運転･維持管理スタッフ参加時のトレーニングや活動状況の振り返りの際な

どに参照して保守点検技術の継承に利用するほか、類似案件が計画･実施される際の水

平展開に活用することで、完了時点で発現した協力対象事業の成果が、より長い期間

発現し、その結果全体プロジェクトの目標が達成することを目指す。 

実施内容としては、以下のような事項となる。 

 運開 3 ヵ月経過時 

定着度確認 

- 運転操作指導を中心とした基本操作の定着度確認 

- 日常的な運転・維持活動に関する定着度確認 

運転実績に基づいた運転・維持管理活動の見直し 

- 日常管理、事故時等の記録の検証による 3 ヵ月間の運転・維持管理実績の評価（プ

ログラムのインプットとして） 

- トラブルシューティング（アンケート、質疑等により、現実の課題を抽出し解決

策を探る） 

- 自立運転操作記録の確認・評価と対応の見直し（演習含む） 

- 日常管理チェックシート見直し（演習含む） 

長期継続運転を目指した発電設備の維持管理技術の向上 

- 季節の変化等を考慮した運転計画見直し 

（日射量および負荷の季節変化に対応した運転時刻の設定、余剰発生の検討、等） 

- 3 ヵ月点検立ち会い 

（3 ヵ月点検はフューズ等の消耗品の一部をメーカー検査員が交換することを含） 

- 定期点検の映像による記録 

（上記 3 ヵ月点検等をビデオ撮影し DVD 等の記録メディアに保存する） 

運転実績に基づいたトラブルシューティングマニュアルの作成 

- 一定の運転期間中にサイト運転員が記録した運転記録・トラブル記録（運営組織

のトラブル含）について、日本側と対応案を議論する。またこれらの事例と対策

を取りまとめて、トラブルシューティングマニュアルを作成。 

適正な太陽光発電設備運営・管理体制の強化に対する支援 

- 発電設備の簡易財務分析 

（発電実績に基づいた想定収入とメンテコスト実績から収支を想定） 
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- 発電設備運用のためのマネジメント手法の確立 

（より持続的な体制のあり方についての議論） 

- 電力需要の増加への対応、有効利用に向けた計画策定 

（電力利用実態を分析し、需要マネジメント（DSM）の可能性等を検討する） 

総合演習 

- 運転維持管理計画書のアップデート（演習含む） 

- 理解度確認アンケート 

ワークショップ 

- 運転維持管理計画書・トラブルシューティングマニュアルの発表と、財務分析を

含む運用状況の報告 

a) 実施対象者 

 対象者は、以下のとおりとする。 

施設管理担当者 ： 実際に太陽光発電設備を管理するアルワヒダ病院の技術担当。 

電力公社担当 ： 電力公社の職員で、配電、売電、発電管理等の部署の責任者／

担当者レベルが想定される。技術系の素養を持ち、大学で電気

工学を履修した者であることが望ましい。 

電力省担当 ： 電力省の職員で、電力関係の制度設計、施設計画等の部署の責

任者／担当者レベルが想定される。技術系の素養を持つこと

（工学系の大学卒業者）が望ましい。 

その他 ： 仮に、保健省等他の機関からの希望がある場合は、公共施設の

計画、維持管理担当者の参加が考えられる。 

 上記対象者とその参加プログラムは、以下のとおりとなる。 
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表 1 各プログラムと想定参加者 

実施項目 
施設管理担当 

（3－4 名程度） 

電力公社担当 

（2－3 名程度） 

電力省担当 

（2－3 名程度） 

その他 

（3 名程度） 

竣工前     

基礎技術講義 ○ ○ ○ ○ 

工事計画演習 ○ ○ ○  

OJT（検査等立ち会い） ○ ○ ○  

竣工後     

運転操作指導のフォロー ○ ○   

運転・維持管理活動の計画 ○    

啓発活動（広報リーフレット） ○ ○ ○  

運開 3 ヵ月後     

定着度確認 ○ ○   

実績に基づいた活動の見直し ○    

発電設備維持管理技術向上 ○    

トラブルシューティングマニュアルの作成 ○ ○   

発電設備運営・管理体制の強化 ○  ○  

総合演習 ○ ○ ○ ○ 

ワークショップ ○ ○ ○ ○ 

 

b) 実施工程 

 以上の活動について、そのスケジュールを以下に挙げる。 

 

表 2 ソフトコンポーネント 1：竣工前後の活動 

 活動 -4 週 -3 週 -2 週 -1 週 -0 週 1 週 2 週 3 週 

活
動
内
容 

準備作業         

基礎技術講義         

工事計画演習         

OJT（検査等立ち会い）         

操作・運用指導         

管理計画書演習         

啓発（広報リーフレット）         

受
講
者 

病院施設管理担当者         

電力公社         

電力省担当         

指
導
者 

ソフコン管理者         

ソフコン管理補助員         

通訳         

4 週 

 4 週 

8 週 
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表 3 ソフトコンポーネント 2：3 ヵ月点検時の活動 

 活動（担当指導者） 1 週 2 週 3 週 4 週 

活
動
内
容 

定着度確認（保守）     

実績に基づいた運転・維持管理活動の見直し（組織）     

発電設備維持管理技術向上（保守）     

トラブルシューティングマニュアルの作成（保守）     

太陽光発電所運営・管理体制の強化（組織）     

総合演習（保守および組織）      

ワークショップ（保守および組織）    ▼ 

受
講
者 

病院施設管理担当者     

電力公社     

電力省担当     

指
導
者 

ソフコン管理者（保守技術担当）     

ソフコン管理補助員（組織運営担当）     

通訳     

 

 

(6) コンポーネントの実施リソースの調達方法 

前述のとおり、系統連系型太陽光設備については「イ」国内に実績がないため、ソフトコ

ンポーネントの実施は、本邦コンサルタントが実施することになる。コンサルタントは、

系統連系型の太陽光設備の計画、実施について実績を持つものが望ましい。 

指導に当たる本邦コンサルタントについては、竣工前後の実施時は、責任者と補助者の 2

名体制、運開 3 ヵ月後の実施時も、同様の体制とする。ただし、運開 3 ヵ月後の実施時は

責任者が保守技術を担当し、補助者が組織運営を担当することで効率的に活動を進めてい

く。ローカルリソースについては、「イ」国で経験のないシステムの導入であるため、特に

雇用は予定しない。 

当該国の公用語はアラビア語であり、想定される参加者の中でも特に施設の設備管理技師

等は、英語でのコミュニケーションはまったく不可能な場合がある。また、現地で調達可

能な英－アラビア語通訳にはどうしても専門用語の面で問題があるため、本邦コンサルタ

ントが英語で講義を行い、それをさらにアラビア語に翻訳することは極めて不正確でわか

りにくい講義となる危険性がある。したがって、通訳は日-アラビア語とし、基本的に日本

から委託・派遣をすることが望ましい。さらに、本計画の主要な機材であるパワーコンデ

ショナ等は日本製であり、各種参考資料は日本語で書かれている可能性が高い。日-アラビ

ア語通訳を雇用すれば、ソフトコンポーネントの活動実施中も、必要に応じて追加的な翻

訳（日本語からアラビア語）を行うことが可能となるなど、ソフトコンポーネントの内容

に柔軟さを確保する効果も期待される。 

4 週 

3 週 

4 週 
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プログラムの各実施項目にかかるコンサルタントの作業人日は、以下を計画する。これに

より、竣工前後のプログラムで週日稼働日 40 日、運開 3 ヵ月後プログラムで同 20 日とな

る。日本からサイトへの移動時間を含め、それぞれ 2 ヵ月間、1 ヵ月間の業務量となる。 
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表 4 コンサルタントの作業計画 

実施項目 作業内容 必要人日 

準備作業 計 5 日 ・ MEE、PEC と実施内容について協議 

・ アルワヒダ病院と実施内容について確認 

・ 契約業者と実施内容について確認 

・ 資料準備等 

2 日 

1 日 

1 日 

1 日 

竣工前 計 15 日 

基礎技術講義 ・ 太陽光発電の理論的基礎 

・ 太陽光発電の利用方法 

・ 系統連系の仕組みと計画 

・ 余剰の発生と逆潮流の理解 

・ 施設への系統からの電力供給 

・ 施設内電力需要、負荷の理解（演習含む） 

・ 配電線停電時の太陽光設備の対応 

・ 太陽光発電設備の計画（演習含む） 

・ 発電設備設置者の電力会社の間の取り決め 

・ 自立運転の必要性と保護原理 

・ 自立運転給電先の負荷マネジメント 

左記を 

約 10 日

間で実施 

工事計画演習 ・ 太陽光発電設備の据付 

・ 施設内の配電（演習含む） 

・ 施設内の電力設備と太陽光設備の接続（演習含む） 

・ 工事工程の計画（演習） 

・ 施工管理と検査・引渡し 

0.5 日 

↓ 

1 日 

1.5 日 

1 日 

OJT（検査等立ち会い） ・ 契約業者の検査に、各日数時間ずつ立ち会い （5 日） 

竣工後 計 20 日 

運転操作指導のフォロー ・ 各日数時間の運転操作指導の後に次項を実施 

・ 各指導項目につき、マニュアルと基礎技術講義の資料を使用し、PV システム及び施設

内電力設備全体との関連において説明。ディスカッション形式 

5 日 

運転・維持管理活動の計画 ・ これまでの内容を踏まえ、日常的な運転・維持管理活動を列挙、活動について、チェッ

クシートを作成 

・ 定期的な点検項目について列挙 

・ 各点検につき作業項目を抽出、チェックシートを作成 

・ 長期的な維持管理・点検活動のスケジュール作成 

・ 自立運転の利用について、注意事項を列挙 

・ 建物内の負荷の実地確認と調整演習 

・ 自立運転利用のガイドライン作成 

左記を 

約 10 日

間で実施 

啓発活動（広報リーフレット） ・ リーフレットの構成、記載内容、デザイン等を検討、作成 5 日 

運開 3 ヵ月後 計 20 日 

定着度確認 ・ コンサルタントによる運転記録等の確認 

・ 基本運転操作技術の確認 

・ 日常的な運転・維持活動に関しディスカッション・整理 

1 日 

1 日 

1 日 

実績に基づいた活動の見直し ・ 日常管理、事故時等の記録の検証による 3 ヵ月間の運転・維持管理実績の評価・検証 

・ トラブルシューティング（アンケート、質疑等により、現実の課題を抽出、解決策を議論） 

・ 自立運転操作記録の確認・評価と対応の見直し（演習含む） 

・ 日常管理チェックシート見直し（演習含む） 

1 日 

1 日 

1 日 

1 日 

発電設備維持管理技術向上 ・ 季節の変化等を考慮した運転計画見直し（季節変化による発電量（日射量）および負

荷の変化に対応した運転計画） 

・ 3 ヵ月点検立ち会い（3 ヵ月点検はフューズ等の消耗品の一部をメーカー検査員が交換

することを含） 

・ 上記 3 ヵ月点検をビデオ撮影し DVD 等の記録メディアに保存 

1 日 

 

2 日 

（各半日） 

（2 日） 

トラブルシューティングマニュア

ルの作成 
・ 上記の実績評価と対策案を取りまとめ、トラブルシューティングマニュアルを作成 

1 日 

発電設備運営・管理体制の強

化 

・ 発電設備の簡易財務分析（発電実績に基づいた想定収入とメンテコスト実績から収支

を想定） 

・ 設備運用のためのマネジメントについて議論 

・ 電力需要の増加への対応、有効利用に向けた計画策定（電力利用実態を分析し、有

効活用に向けた提言を行う） 

1.5 日 

 

1 日 

1.5 日 

総合演習 ・ 運転維持管理計画書のアップデート（演習含む） 

・ 理解度確認アンケート 

・ ワークショップ資料作成 

2 日 

1 日 

2 日 

ワークショップ ・ 運転維持管理計画書・トラブルシューティングマニュアルの発表と、財務分析を含む運

用状況の報告 

1 日 
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(7) ソフトンポーネントの実施工程 

2010 年 10 月に、調達代理機関と契約業者の間の契約が調印されると想定し、以降のスケ

ジュールにおいて次のようなソフトコンポーネント実施を計画する。 

 

月

工場試験

納入期間（輸送・通関）

    準備工事 　　　竣工

実施

報告 実施状況報告書 完了報告書  

610 11 12 13 4 12102 8116 7 9 3 481 5

ソフト
コンポーネント

施工

現地工事

機材製作

52

2010年度 2011年度 2012年度

7
作業項目

土木工事 電気工事

 

図 -1 ソフトコンポーネントの実施スケジュール 

 

なお、ソフトコンポーネントの実施に先立ち、参加者の選定や実施内容等に関して受入国

側の各機関との調整・準備作業が必要となるが、これは、現地工事（土木工事、及び電気

工事）の期間中に派遣されている工事監理コンサルタントが仲介をしながら進めることと

し、受入国側に十分な準備期間を確保することとする。 

 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

成果としては、以下のものが挙げられる。 

・本邦コンサルタントが作成したプログラム用テキスト 

・実習で作成した施設内の結線図等 

・広報用リーフレット 

・実施状況報告書 

・定期点検の映像による記録・ 

・運転維持管理計画書及びその修正版 

・トラブルシューティングマニュアル 

・ワークショップ発表資料 

・アンケート結果（及びその評価） 

・完了報告書（ログの評価やトラブルシューティングの内容記録含む） 

 

(9) ソフトコンポーネントの概算事業費 

上記計画のソフトコンポーネント概算事業費は、以下のとおりである。 

全体概算額 21,363,000 円 （消費税除く） 

    うち直接人件費 3,220,000 円 

       直接経費 14,022,000 円 

        間接費 4,121,000 円 
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上記概算事業費の内訳は、巻末の資料に添付する。 

 

(10) 相手国実施機関の責務 

サイトはアデン市市街地にあるため、アデン市からの参加者にとっては特に大きな旅費等

は発生しない。一方、仮に首都サヌアや他の都市からの参加がある場合には、旅費、宿泊

費、手当等が必要となるが、これは相手国側の負担（参加者の所属先）となる。 

またプログラムへ参加にあたっては、数週間の期間にわたり職場から離れる必要があるが、

実施の効果を担保するためには、スケジュールに従って継続的に参加することが求められ

る。したがって、職場での理解と上長からの指示が明確に行われることが必要となる。 

さらに、特に行政サイドからの参加者の選定にあたっては、今後、「イ」国の太陽光や再生

可能エネルギーの実務を担当するものを参加させることが重要である。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：概算事業費（ソフトコンポーネント）内訳 

単 数

位 量 日本円 現地貨 US$ 日本円 現地貨 US$

1. 直接人件費 総合計 3,220,200

主任管理技術者 2号 人・月 2.00 942,000 1,884,000 H21年度人件費

機材（電気・設備）担当 3号 人・月 1.70 786,000 1,336,200 H21年度人件費

現地合計 3.70

2.  直接経費 総合計 12,816,120 916,094 8,031.75

(1)　通訳　（日本語ーアラビア語） 90日 人・日 90.00 60,000 5,400,000 JICA機材ﾏﾆｭｱﾙ

(2009.4.P59)

(2)  現地傭人費

事務管理員 1名 人・月 2.75 457.20 1,257.30 労務単価　32

運転手 1名 人・月 2.75 685.80 1,885.95 労務単価　33

(3)  旅費・日当・宿泊費

1）旅費

①　航空運賃（羽田ーサナア）

主任管理技術者 2号 往復 2.00 927,770 1,855,540 資材単価9-075

機材（電気・設備）担当 3号 往復 2.00 654,875 1,309,750 資材単価9-076

通訳担当 4号相当 往復 2.00 654,875 1,309,750 資材単価9-076

②　航空運賃（サナアーアデン）

主任管理技術者 2号 往復 2.00 196.00 392.00 資材単価9-077

機材（電気・設備）担当 3号 往復 2.00 196.00 392.00 資材単価9-077

通訳担当 4号相当 往復 2.00 196.00 392.00 資材単価9-077

③　国内旅費

主任管理技術者 2号 往復 2.00 4,140 8,280 JICAｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ機材

機材（電気・設備）担当 3号 往復 2.00 4,140 8,280 2009.03､P47

通訳担当 4号相当 往復 2.00 4,140 8,280

2)　日当

主任管理技術者 2号 人・日 30.00 4,500 135,000 JICA機材ﾏﾆｭｱﾙ

機材（電気・設備）担当 3号 人・日 30.00 3,800 114,000 (2009.3.P61)

通訳 4号相当 人・日 30.00 3,800 114,000

人・日 30.00 3,800 102,600

主任管理技術者 2号 人・日 30.00 4,500 135,000 JICA機材ﾏﾆｭｱﾙ

機材（電気・設備）担当 3号 人・日 21.00 3,800 79,800 (2009.3.P61)

通訳 4号相当 人・日 30.00 3,800 114,000

3) 宿泊費・宿舎借り上げ費

①　宿泊費

主任管理技術者 30日-4日=26日 2号 人・日 26.00 13,500 351,000 JICA機材ﾏﾆｭｱﾙ

機材（電気・設備）担当 30日-4日=26日 3号 人・日 26.00 11,600 301,600 (2009.3.P61)

通訳 30日 4号相当 人・日 30.00 11,600 348,000

30日-4日=26日 4号相当 人・日 26.00 11,600 271,440

主任管理技術者 30日-4日=26日 2号 人・日 26.00 13,500 351,000 JICA機材ﾏﾆｭｱﾙ

機材（電気・設備）担当 21日-4日=17日 3号 人・日 17.00 11,600 197,200 (2009.3.P61)

通訳 30日-4日=26日 4号相当 人・日 26.00 11,600 301,600

(4)　監理用車輌費

１) 車輌借上費

ソフトコンポーネント管理車両 月 2.75 1,350.00 3,712.50 材料単価9-061 

２）車両燃料費　 月 2.75 13,325 916,094 燃料算出根拠

3. 間接費 4,121,856

(1)　諸経費 直接人件費×90％ 式 0.90 3,220,200 2,898,180 JICA土木ﾏﾆｭｱﾙ

(2)　技術経費 (直接人件費+諸経費）×20％ 式 0.20 6,118,380 1,223,676 (2007.4.P125,127)

　名      称No. 区　別 低減率など
単　　　　価

備　　　　考
金　　　額



6. 参考資料 



収集資料リスト 
 

調査名 太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画準備調査（イエメン国） (1/1) 

番 

号 
資料の名称 

形態 

（図書・ビデオ 

地図・写真等） 

オリジナル・ 

コピーの別 
発行機関 発行年 

1 
Renewable Energy Strategy and Action Plan Task 2  

Renewable Energy Development Strategy 
電子データ コピー 

イエメン

国政府 
2008 

2 電力法ドラフト 電子データ コピー 
イエメン

国政府 
2008 

3 地方電化局設立法 電子データ コピー 
イエメン

国政府 
2009 

4 Third Five-year Development Plan for Poverty Reduction (2006 – 2010) Electricity Sector 電子データ コピー 
電力エネ

ルギー省 
2006 

5 
ENVIRONMENT PROTECTION LAW 

No. ( 26 ) of 1995 
電子データ コピー 

水資源環

境省 
1995 

6 
THE NATIONAL STRATEGY FOR ENVIRONMENTAL SUSTAINABILITY 2005-2015 AND 

NATIONAL ENVIRONMENTAL ACTION PLAN 2005-2010 2005 
電子データ コピー 

水資源環

境省 
2005 

7 Initial National Communication under UNFCCC 電子データ コピー 
水資源環

境省 
2001 

8 PEC 送電網図 電子データ コピー PEC 2006 

9 Al Wahda 病院説明資料（Arabic） 電子データ コピー 
アルワヒ

ダ病院 
2008 
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